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　リニア中央新幹線建設促進期成同盟会は、1979

年（昭和54年）に「中央新幹線建設促進期成同盟

会」として発足し、2009年（平成21年）に現在の名

称に変更しました。東京都、神奈川県、山梨県、静岡

県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県、奈良県及び大

阪府の沿線10都府県で構成し、新しい時代を拓くリ

ニア中央新幹線の早期全線整備を目指して、広報

啓発、要望活動などに積極的に取り組んでいます。

　リニア中央新幹線は、東京・大阪間を直結することで初めてその機能を十分に発揮し、効果を得られる事業です。
　このため、名古屋・大阪間は東京・名古屋間開業から18年後の2045年（令和27年）に開業予定となっていたところ、2016年（平成28年）８月
に政府が閣議決定した「未来への投資を実現する経済対策」に、「財政投融資の手法を積極的に活用・工夫することにより、リニア中央新幹線
の全線開業を最大８年間前倒し、整備新幹線の整備を加速化する」ことが明記されました。同年１１月には、ＪＲ東海へリニア中央新幹線建設
に必要な資金の一部を貸し付けることができるように、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法が改正され、これにより、2016年
度（平成28年度）、2017年度（平成29年度）において、財政投融資を活用した３兆円の貸付けがＪＲ東海に対し実施されました。
　2024年（令和6年）６月に政府が閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針2024」には、「財政投融資による支援を踏まえ、全線開業
に係る現行の想定時期の下、適切に整備が進むよう、環境・水資源の状況や建設主体の財務状況を厳格にモニタリングし、必要な指導及び技
術的支援を行う」ことが明記されました。また、2023年（令和5年）12月から、JR東海により、名古屋・大阪間の環境影響評価が着手されています。
　今後、一日も早い着工・全線開業のための具体策が検討されるとともに、速やかに名古屋・大阪間のルート・駅位置の早期確定に向けた取り
組みが行われることが望まれます。

リニア中央新幹線建設促進期成同盟会

（※1）
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（※2）財政投融資を活用した国の支援策により、２04５年から最大8年間の前倒しが可能に。

（※1）工事実施計画（その３）及び変更（令和５年１２月認可）において、2027年（令和9年）以
　 　降とされた。



２０２５年に日本国際博覧会（大阪・
関西万博）が開催されます。また、世
界最高水準の成長型ＩＲの早期開
業に向けた取り組みが進められてい
ます。これらを契機

富士山と茶畑
静岡県にとって、リニア中央新幹線の
整備は、東海道新幹線の活性化につ
ながります。すなわちリニア中央新幹
線の開業後は、「のぞみ」機能がリニ
アに移ることになり、「ひかり」と「こ
だま」の増発・増停車により、静岡県
内からの東西への移動がはるかに促進
されます。また、沿線地域はもとより、
県内全域の活性化が期待されます。

静　岡　県

提供：2025年日本国際博覧会協会

リニア中央新幹線の開業効果をリ
ニア岐阜県駅から東美濃地域、県
内全域、そして隣接県へ波及させる
ため、県、県内全市町村、観光団
体、経済団体等で構成する「岐阜
県リニア中央新幹線活用戦略研
究会」において、「観光振興・まちづ
くり」、「産業振興」、「基盤整備」の３
分野並びに「森のまちづくり」の視
点から「第２次岐阜県リニア中央新
幹線活用戦略」を策定し、活用戦
略の具体化に向けた取り組みを進
めています。

中央新幹線（品川・名古屋間）工事実施計画（その１）（平成26年10月認可）、工事実施計画（その３）及び変更（令和5年
12月認可）及び中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書（平成26年8月）を基に作成

7兆482億円

2025年大阪・関西万博開催

三重県は、古来、日本書紀に「美し（う
まし）国」と記されているように、風光
明媚で、豊潤な土地柄、食材にも恵
まれた地域であるとともに、中部圏と
近畿圏の中間に位置しています。
リニア中央新幹線の開業により、県
域を越えた広域的な交流・連携が一
層進み、産業や観光などの発展に大
きく寄与することが期待されます。
三重県では、三重・奈良・大阪ルートを
前提としたルートと亀山市内駅位置
の早期確定及び一日も早い全線開
業に向けた取り組みを進めています。

伊勢神宮宇治橋
写真提供：神宮司庁

　リニア中央新幹線の開業により、東京圏、名古屋圏、大
阪圏（※）の３大都市圏がそれぞれの特徴を発揮しながら結ば
れる新たな交流圏域を形成することで、世界からヒト・モノ・
カネ・情報を惹きつけ、我が国全体の国際競争力強化にも
つながることが期待されます。

　また、リニア中央新幹線による移動時間の短縮効果等
により、地方の魅力と大都市の魅力を融合させた、テレワー
ク等を活用した転職なき移住や二地域居住等の多様な暮
らし方・働き方の選択が可能となります。
　２０２３年（令和５年）７月に閣議決定された国土形成計
画（全国計画）では、「リニア中央新幹線の整備は国土構
造に大きな変革をもたらす国家的見地に立ったプロジェク
ト」と位置付けられています。
※第三次国土形成計画（全国計画）関連データ集より
　東京圏 ： 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県　名古屋圏 ： 岐阜県、愛知県、三重県
　大阪圏 ： 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

1962万人 1129万人
205万人 81万人 3691万人

363万人

※人口は、２０２０年（R２）国勢調査人口等基本集計結果（総務省統計局）に基づき修正
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